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2017年8月発効「住まいる共済（新火災共済・新自然災害共済）」の取り組みについて

日頃の自主福祉運動・自治労共済の加入拡大の取り組みに対し、心より敬意を表します。

さて、今回の継続について、下記のとおり、「家財保障未加入者」「各種特約」「自然災害共済の付帯率アップ」を目的に加入推進をはかります。時節柄お忙しいところ恐縮ですが、加入拡大にむけた取り組みをお願いします。

記
1.募集期間について

2017年３月下旬～５月上旬まで

2.募集方法について

①募集時期に合わせて（３月下旬）、全労済各支所より担当者が単組に出向きます。
②その際に、申込書（継続）、白紙申込書、未加入者リストを単組に持ち込みます。

　※今年度は、未加入者用のプレ印字申込書は作成しませんので、未加入者の新規加入の際は白紙申込書にてお申し込みをお願いします。
③募集パンフレット・特集号につきましても全労済各支所から持ち込みます。
※セット共済7月募集単組については、総合パンフレットに住まいる共済の内容を掲載することとしました。
④募集終了後、集約した申込書については、全労済各支所へ提出してください。掛金の払込方法につきましては、払込をする際に全労済の各支所担当者にご確認をお願いします。

3.掛金の払込方法について

2017年８月１日～2018年７月31日（12ヵ月契約）にかかわる掛金につきましては、８月発効前のお振込となります。ご契約者からは、６月一時金などから掛金を受け取り、８月発効前に全労済へお振込をお願いします。

4．加入推進について

①「2017年８月発効火災・自然災害共済特集号」の発行
　　募集時期にあわせて、手ごろな掛金、加入件数が増えている各種特約、住まいの保障見直しのタイミングをお知らせする特集号を発行します。
②生活保障プランナー有資格者が中心となり、単組学習会の企画、教宣紙発行、職場オルグなどで、火災・自然災害共済の必要性を周知し、加入推進をはかります。
③７月発効団体生命共済募集と連動した取り組みを行います。
5.単組加入目標数等について

①火災・自然災害共済取扱未単組は、新規加入２件を目標とします。
②既加入取扱単組は、対基本型加入者数２％アップの加入を目標とします。　
③自然災害共済の付帯加入率50％未満の単組は、付帯率50％を目標とします。
④自然災害共済の付帯加入率50％以上の単組は、付帯率アップを目標とします。
⑤単身者（公宅・借家入居者）へ、家財30口（安心の50口）加入を目標に取り組みます。あわせて借家人賠償責任特約・個人賠償責任共済への加入を推進します。
⑥住宅ローンに伴う債権保全の火災保険加入者には、自治労火災共済の必要保障額との差額（＝｛必要保障額｝－｛他保険契約金｝）での加入をよびかけます。
⑦契約満期になる退職者についても、退職者会管理で自治労共済の継続加入を進めます。
⑧類焼損害保障特約、個人賠償責任共済等の特約付帯をすすめます。

６.「借家人賠償責任特約」「交通災害共済」の募集について
借家賠・交通災害共済の募集でご不明な点がありましたら全労済担当者にお問い合わせください。

　　

７.その他
ご不明な点につきましては、全労済各支所または道支部までお問合せください。
以　上
